
平成26年度
要　求　額

前　年　度 倍　率 平成26年度

(A) (B) (A/B) (C)

独 立 行 政 法 人 住 宅 金 融 支 援 機 構 228,000 264,000 0.86 2,512,300 

独 立 行 政 法 人 都 市 再 生 機 構 556,500 491,000 1.13 263,888 

独 立 行 政 法 人
日 本 高 速 道 路 保 有 ・ 債 務 返 済 機 構

2,082,000 2,386,000 0.87 －

独 立 行 政 法 人
鉄 道 建 設 ・ 運 輸 施 設 整 備 支 援 機 構

70,500 52,400 1.35 53,782 

新 関 西 国 際 空 港 株 式 会 社 30,000 44,000 0.68 －

中 部 国 際 空 港 株 式 会 社 33,000 8,700 3.79 2,237 

独 立 行 政 法 人 水 資 源 機 構 8,700 6,800 1.28 38,339 

一 般 財 団 法 人 民 間 都 市 開 発 推 進 機 構 31,000 30,000 1.03 52,000 

独 立 行 政 法 人 奄 美 群 島 振 興 開 発 基 金 200 200 1.00 2,600 

合　　　　　　　計 3,039,900 3,283,100 0.93 2,925,146 

（注）1.独立行政法人都市再生機構は、都市再生勘定に係る業務分である。

　　　2.一般財団法人民間都市開発推進機構は、メザニン支援業務分である。

　　　3.本表のほか、交通インフラシステム海外展開支援のための機関に関する財政投融資要求を行う。

区　　　　　　　　　　分

財　　政　　投　　融　　資
事　　

２．国土交通省関係財投機関財政投融資計画等要求総括表



　

（単位：百万円）

財　　投　　機　　関　　債

前　年　度 倍　率 平成26年度 前　年　度 倍　率 平成26年度 前　年　度 倍　率

(D) (C/D) (E) (F) (E/F) (G) (H) (G/H)

1,944,000 1.29 1,878,000 2,522,000 0.74 2,358,836 2,614,107 0.90 

210,015 1.26 80,000 80,000 1.00 1,523,840 1,402,421 1.09 

－ － 550,000 640,000 0.86 4,795,900 5,038,586 0.95 

35,000 1.54 163,000 156,000 1.04 520,517 548,903 0.95 

－ － 37,167 28,301 1.31 100,757 112,269 0.90 

193 11.59 12,700 － 皆増 68,332 30,479 2.24 

28,528 1.34 6,000 5,000 1.20 176,727 170,103 1.04 

50,000 1.04 － － － 57,005 55,969 1.02 

2,600 1.00 － － － 2,600 2,600 1.00 

2,270,336 1.29 2,726,867 3,431,301 0.79 9,604,514 9,975,437 0.96 

自己資金等との合計所要資金

（　　参　　　考　　）

業　　規　　模


